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研究成果の概要（和文）： 
農業部門は、気候変動に最も影響を受けやすい経済部門の一つである。本研究の目的は、気候
変動要因を考慮した農業生産性分析を試みることである。まず、稲作生産、生産農業所得、そ
して気候変動要因（降水量、気温など）などに関するデータベースを構築した。これらのデー
タベースを用いて、気候変動が農業生産性に及ぼす効果を計測した。さらに、気候変動に対す
る適応行動についても考察を試みた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Agriculture is one of the most sensitive economic activities to climate change. The purpose of this study 
is to investigate the potential economic effects of climate change on agricultural productivity. The 
databases of rice production, agricultural income, and climate factors (such as rain and temperature) are 
constructed. Using these databases, the potential economic effects of climate change on agricultural 
productivity are measured. The adaptation factors to climate change are also evaluated. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）気候変動は、世界規模で様々な影響を
及ぼす。その中でも農業生産に与える影響は
極めて大きな社会的関心事である。 
 
（２）地球規模で将来的にも増大が見込まれ
る食料需要をいかに満たすかを考えて行く
うえで、地球温暖化に伴う気候変動が農業生
産に及ぼす影響を評価しておくことは、極め
て重要な研究課題である。 

 
（３）このような地球規模レベルでの問題の
重要性のゆえ、気候変動が農業生産に及ぼす
影響に関する研究は、近年、自然科学分野で
は、世界で最も権威ある学術雑誌などで研究
成果が発表されるようになってきた。それら
は次の２つ研究アプローチ（以下「自然科学
的アプローチ」）に分類できる。１つはシミ
ュレーションモデルを用い、気候変動が作物
収量に及ぼす影響を予測して評価する研究
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である。もう１つは、現存する圃場データな
どを用いて、作物収量と気温などの関連を解
析する研究である。 
 
（４）これら２つの「自然科学的アプローチ」
により、気候変動と農業生産との関連に関す
る議論は国際的にも深まりつつある。とはい
え、地球温暖化を通じた気候変動が、結局、
農業生産量ないしは農業生産性を高めるか
低めるかは、まだ研究ごとに結果が異なり、
明確な結論が得られていないのが現状であ
る。 
 
（５）一方、従来の経済学・農業経済学分野
（以下「社会科学的アプローチ」）において、
農業生産に及ぼす主たる影響要因は、肥料な
どの生産要素の多寡や作物の品種改良など
の技術進歩、また農産物価格や生産要素価格
（肥料価格など）等の経営経済要因が主とし
て想定されてきた。農業生産と気候変動の関
連に関するわが国の研究をみると、気候要因
を指数化して明示した研究、頻繁に低温に悩
まされる北東北稲作農家の経営対応研究、気
候変動を考慮した米需給のシミュレーショ
ン分析などの先駆的な研究例が無いわけで
はない。しかしながら、「社会科学的アプロ
ーチ」を国際的にみたとしても、気候変動が
農業生産に及ぼす影響については、冷害年を
異常年として分析対象から除くなどの場合
が多く、気候要因が明示的に分析される研究
例は、ごく最近まで、少なかったのが現状で
ある。 
 
（６）「社会科学的アプローチ」から「自然
科学的アプローチ」をみた場合の問題点は、
農業生産に影響を及ぼす要因として、気温、
降雨量などの気候データのみが主として農
業生産に影響及ぼすと想定され、経営経済要
因が明示的に考慮されていない点にある。逆
に、「自然科学的アプローチ」から「社会科
学的アプローチ」をみた場合の問題点は、経
営経済要因のみが重視され、気候要因が明示
的に考慮されていない点となる。 
 
（７）このような気候変動が農業生産性に及
ぼす影響に関する研究蓄積を踏まえ、われわ
れは「自然科学的アプローチ」と「社会科学
的アプローチ」を融合した分析アプローチか
らの接近が必要ではないかという着想に至
った。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、地球温暖化を通じた
気候変動が農業生産性に及ぼす影響を、気温
や降雨量などの気候要因だけはなく、経常投
入や労働投入などの経営経済要因をも同時
に考慮して評価できるモデル開発に向けた

基礎データや基礎モデルを構築することに
設定した。 
 
（２）実証分析の対象は、稲作などとし、経
営経済要因および積算気温、日照量、降雨量
などの気候データに関するデータベースを
構築した。これらデータベースを用いて各モ
デル推計を試みた。 
 
（３）なお、水田からの温室効果ガス発生な
どにみられるように、農業が気候変動に及ぼ
す影響も重要な論点ではあるが、本研究では、
まず気候変動が農業に及ぼす影響だけに限
定した分析を試みた。 
 
３．研究の方法 
（１）まず、研究サーベイによる論点整理で
ある。具体的には、気候要因と経営経済要因
に関するデータベースの構築、また気候変動
が農業生産性に及ぼす影響分析に関連する
学術論文等について、電子ジャーナルなどを
利用してサーベイし、論点整理を試みた。そ
の結果を、次に述べるデータベースの構築お
よび生産性分析に反映させた。 
 
（２）次に、データベースの構築と生産性分
析の実施である。具体的には、稲作を分析対
象とし、気候要因データベースと、農地面積
や生産資材投入量などの経営経済要因デー
タベースを構築した。このデータベースを用
いて、日本の稲作を事例に、気候変動と農業
生産性との関連について、分析を試みた。 
また、都道府県別の気候要因データベース、

ならびに都道府県別の農地面積や生産農業
所得などの経営経済要因データベースも構
築した。こうして構築した都道府県別の気候
要因データベースと経営経済要因データベ
ースを利用し、気温上昇が日本の生産農業所
得に及ぼす影響を分析した。 
 
４．研究成果 
（１）日本の稲作を事例に、気候変動と農業
生産性との関連について、分析を試みた。そ
の結果、①ある程度まで気温が高くなると生
産性に負の影響を与える可能性がある点、②
気温や日射量は稲作収量を増加させるもの
の一部地域で高温障害リスクなどの影響を
与える可能性がある点など、が示唆された。 
 
（２）包絡分析のインプットとして気候要因
を組み込んだ分析を実施した。その結果、①
降水量の増加が日本の稲作生産性に負の影
響を与える可能性がある点、②公共投資によ
る基盤整備などが気候変動の影響を緩和し
ている可能性がある点、③気候変動の影響を
もみる指標として日本において広く利用さ
れている作況指数が有する限界点など、が示



 

 

唆された。 
 
（３）日本における稲作生産性が停滞してい
るとの作業仮説を、生産性の地域別貢献度分
析と経済収束分析で検証した。地域別貢献度
分析の結果、①減反以前は、東北が日本全体
の稲作生産性向上に最も影響を及ぼした地
域である点、②減反以降は、東北が日本全体
の稲作生産性停滞に最も影響を及ぼした地
域である点などが、明らかとなった。 
また、経済収束分析の結果、わが国稲作生

産性の地域間格差は縮小傾向にある点も明
らかとなった。 
 
（４）韓国の稲作を事例に、インデックス・
ナンバー・アプローチを適用した総要素生産
性分析を実施した。その結果、韓国全体の稲
作生産性の年平均成長率が 1%未満である点
などが明らかとなり、韓国においても日本と
同様に、稲作生産性は停滞傾向にある点が示
唆された。 
 
（５）気温上昇が日本の生産農業所得に及ぼ
す影響を、シミュレーション分析により解明
した。その結果、ある一定程度まで気温が上
昇した場合、①日本農業全体として見ると、
農地面積当たりの生産農業所得は、増加する
可能性がある点、②地域別に見ると、北海道
や東北などの日本北部では農地面積当たり
の生産農業所得が増加する一方で、九州など
の日本南部では農地面積当たりの生産農業
所得が減少する可能性がある点など、が示唆
された。ただし、本予測モデルは、気候変動
に対し、農業経営者が農業所得を最大化する
ように適応行動できると仮定しているため、
農業経営者が気温上昇にうまく適応行動で
きない場合の予測結果は、本研究の予測結果
とは異なる可能性に留意すべき点も示唆さ
れた。 
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